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Solid State Drive搭載オンライントランザクション処理サーバにおける
Dynamic Voltage and Frequency Scalingを用いた省電力化の実験的検討
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あらまし 近年データセンタの消費電力が増加しており、なかでも主たるアプリケーションであるオンライントラン

ザクション処理 (OLTP)の省電力化は重要な課題である。OLTPのように停止できないアプリケーションでは、低消

費電力なハードウェア構成だけではなく、ソフトウェアによる省電力化が重要である。本研究では、省電力構成で多

く用いられる Solid State Drive搭載サーバを対象とし、OLTP実行時における負荷の偏りを利用した DVFSによる

省電力化の効果について検討を行った。
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1. は じ め に

近年、情報技術分野においても低炭素化が求められており、

IT 機器の消費電力削減が求められている。その一方で、Web

サービスの大規模化、スマートグリッドや ITS など情報技術

を活用したサービスの登場などにより人類が扱う情報量は急

増しており、それらを支えるデータセンタの消費電力は年々増

加している。米国環境保護庁が 2007 年に発表した調査 [1] に

よると、米国内におけるデータセンタの消費電力は 2000年か

ら 2006年にかけて約 2倍となり、2011年にはさらにその 2倍

になることが予測されている。データセンタの消費電力増加は

電力コストの増加を招くだけでなく、電力供給の制約により計

算・記憶資源の新規導入や増強が阻害されるという問題を引き

起す。そのため、データセンタの省電力化の必要性が高まって

いる。

EMERSON の報告 [2] によると、データセンタで消費され

る電力のうち 44%がサーバによって消費されており、データセ

ンタの省電力化のためにはサーバの省電力化が効果的である。

サーバの消費電力を削減することにより、配電機器や無停電電

源装置（UPS）などの給電設備の消費電力もまた削減すること

ができる。これによってデータセンタ内の総発熱量が低下する

ため、冷却設備の消費電力も削減することができる。つまり、

サーバの省電力化はデータセンタ全体の省電力化を行う足がか

りとなる。

データセンタのサーバの中でも、データ処理の中心的役割

を果たしているのはデータベースサーバであり、データベース

サーバの省電力化は重要な課題である。データベースサーバに

おける主要なアプリケーションの一つに、オンライントランザ

クション処理 (OLTP)がある。OLTPは電子金融・商取引など

の基盤となる技術であり、その処理性能が社会活動・経済活動

のスピードに直結するため、高スループット・低遅延であるこ

とが求められる。また OLTP アプリケーションの停止は機会

損失へと直結するために、常に稼動し続け利用可能な状態にあ

ることが求められる。このような性能・可用性への厳しい要求

のために、OLTPの省電力化は難しくこれまでに有効な省電力

化手法はほとんど提案されていない。データベースサーバの省

電力化において、OLTPの省電力化は避けて通ることができな

い課題である。



近年では、高いスループットを達成するためにデータベース

サーバに数十 GBのメモリを搭載し、インメモリデータベース

システムを用いる構成が随所にみられる。我々はこのような構

成の OLTP 向けデータベースサーバを対象とした省電力化手

法の提案を行ってきた [3]。しかし、データがメモリに収まりき

らない規模のデータベースは依然として多く存在する。そのよ

うな場合には、従来用いられてきたハードディスクに代わって

Solid State Drive(SSD)が用いられる場面が増えている。SSD

はハードディスクに比べてアクセス遅延が短くデータ転送速度

が高いため、ハードディスクを SSD で置き換えることでより

高いスループットを達成することができる。このような構成の

OLTPサーバにおける省電力化の検討はこれまでに行われてい

ない。SSDが普及し低価格化するにつれこのような構成がさら

に多くの場面で用いられるようになることが予想され、その省

電力化の重要性は高い。

本研究では、SSDを搭載したOLTPサーバにおける省電力化

を目的として、OLTPアプリケーション性能と消費電力を実測

できる環境を構築し、性能と消費電力の関係を調べる実験を行っ

た。実験では、OLTPアプリケーションとして業界標準ベンチ

マーク TPC-C [4]を利用し、現在広く普及している省電力化技

術である Dynamic Voltage and Frequency Scaling(DVFS)を

用いてプロセッサの動作周波数を変動させ、TPC-C性能・消

費電力への影響を測定した。

2. オンライントランザクション処理と Solid

State Drive

オンライントランザクション処理 (OLTP)とは、同時に多数

のトランザクションを処理するデータベース処理のことを指す。

OLTPは電子商取引や電子金融取引など現代社会に欠くことの

できないサービスの基盤技術として用いられている。たとえば

電子商取引であれば、商品を発注する、代金を支払うなどとい

う行為の 1つ 1 つがトランザクションに対応する。これらトラ

ンザクションの処理が滞ることはビジネスの機会損失に直結す

るため、OLTPアプリケーションには高スループットを達成す

ることが求められる。

OLTP アプリケーションに求められる高スループットを実

現するために、近年ではハードディスクを用いないインメモリ

データベースシステムの採用が進んでいる。その代表例として

は、東京証券取引所が 2010年から稼動を始めた株式売買シス

テム arrowhead [5]が記憶に新しい。しかし一方で、メモリに

収まらない大規模なデータベースを扱う必要がある場面も依然

として存在する。そのような場合に、ハードディスクの代替と

して使用されるようになっているのが Solid State Drive(SSD)

である。SSDはハードディスクに比べてデータ転送速度が高く

アクセス遅延が少ないために、ハードディスクと置き換えるこ

とで OLTP アプリケーションのスループットを高くすること

ができる。SSDを二次記憶として採用するデータベースシステ

ムの需要が高まるにつれ、このような構成のデータベースサー

バの省電力化の重要性も高まっている。

図 1 動作周波数を下げたときのスループット・応答時間の変化

3. Dynamic Voltage and Frequency Scal-

ing を用いたオンライントランザクション処
理の省電力化

OLTPアプリケーションには、常に稼動し続けることが求め

られるため、その省電力化においては実行時省電力化技術が

必要である。アプリケーションの実行を止めることなく省電力

化を行う手法として現在広く用いられているものにプロセッサ

の Dynamic Voltage and Frequency Scaling(DVFS) がある。

DVFSとは、プロセッサの動作周波数・電圧を実行時の負荷状

況などをもとにして動的に制御し、省電力化を行う技術の総称

である。たとえばボリュームサーバで広く用いられている Intel

Xeon プロセッサでは Intel SpeedStep Technology という形で

DVFS機能が提供されている。プロセッサの消費電力は動作周

波数に比例し、動作電圧の 2乗に比例するため、これらの値を

小さくすることで消費電力を削減することができる。ただし、

DVFS により動作周波数を下げるとプロセッサの命令スルー

プットが低下するため、アプリケーション性能も低下する可能

性がある。

DVFSが効果的に機能するのは、プロセッサの使用率がある

程度低い場合である。例えばOLTPの場合には、動作周波数を

低くすることで命令スループットが下がると応答時間 (トラン

ザクション 1つあたりの処理にかかる時間)は増加するが、ス

ループット (単位時間あたりのトランザクション処理数)のへの

影響は小さい (図 1)。OLTPアプリケーションの利用率は特定

の短い時間帯にピークを迎え、それ以外の時間帯は低いという

パターンが一般的であるため、プロセッサの使用率は 1日のう

ち多くの時間は低い値であると考えられる。2007年に Google

が行った報告 [6]によると、Googleのデータセンタにおける平

均的なサーバのプロセッサ使用率は、ほとんどの時間におい

て 10%～50%ということであった。また、今回対象として考え

ている SSDを搭載したデータベースサーバにおいてはディス

ク IO によるプロセッサの待ち時間が発生する。このように、

OLTPにおいては負荷の偏りや IOによってプロセッサのアイ

ドル時間が生まれるため、スループット性能の低下を抑えつつ

DVFSによって省電力化を行う余地が大きいと期待される。

DVFSを用いて SSDを搭載したデータベースサーバの省電

力化を行うためには、動作周波数と OLTP アプリケーション

性能・消費電力の関係を理解する必要がある。そこで本研究で

はこれを明らかにするために、動作周波数を変化させた場合の

OLTP アプリケーション性能と消費電力を実際に稼動するシス

テムにおいて測定する実験を行った。



図 2 データベースサーバのストレージ構成

4. 実 験 環 境

データベースサーバとして Dell PowerEdge R510を 1台用

いた。このサーバには、Intel Xeon X5550 2.67GHz を 2 ソ

ケット、メモリは 48GB(DDR3 8GB RDIMM × 6)、SSDは

Samsung SS805 2.5”SATA 100GB SLCが 1台、ハードディス

クは TOSHIBA MBD2300RC 2.5”SAS 10,025RPM HDDが

1台搭載されている。Intel Xeon X5550では、DVFS機能であ

る Intel SpeedStepによって実行時の動作周波数を 1.60GHzか

ら 2.66GHzまで 9段階で設定することができる。ストレージ

の構成は図 2に示すように、SSDの raw deviceをデータベー

ス用の領域として利用し、HDDは swap領域とルートファイル

システム用の領域として利用した。消費電力は、データロガー

(Hioki 2332-20 Power Meter Module)とクランプ電流計を用

いてストレージも含めたデータベースサーバ全体の消費電力を

1秒間隔で測定した。OLTPアプリケーションのフロントエン

ドサーバとしては、Dell PowerEdge R900 を 1 台用いた。こ

のサーバには、Intel Xeon X7460 2.66GHzが 4ソケット、メ

モリは 128GB(DDR2 4GB FB-FIMM × 32)搭載されている。

フロントエンドサーバとデータベースサーバは 1Gb Ethernet

で接続されている。

実験に用いたソフトウェア構成を以下に述べる。データベー

ス管理システムにはMySQL 5.1.41、ストレージエンジンとし

て InnoDBを利用し、Linuxカーネル 2.6.18上で実行した。図

2に示すように SSD4台で構成した RAID0のデバイスを raw

deviceとして利用し、200GBの InnoDBデータファイルを作

成した。InnoDB のバッファプールは 5GB とした。また、ロ

グファイルはサイズを 1GBとし、メモリをブロックデバイス

としてマウントする tmpfs上に配置した。DVFSの制御には、

Linuxカーネルのモジュールである cpufreqを用いた。

オンライントランザクション処理のアプリケーションとして、

 0

 2000

 4000

 6000

 8000

 10000

 12000

 14000

 16000

 18000

 0  4000  8000  12000  16000  20000  24000

th
ro

u
g

h
p

u
t 

[t
p

m
C

]

objective arrival rate [tpmC]

2.66GHz
2.13GHz
1.60GHz

図 3 目標トランザクション到着率とスループットの関係
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図 4 目標トランザクション到着率と応答時間の関係

業界標準ベンチマークである TPC-C [4]を用いた。TPC-Cは

フロントエンドサーバ上で実行され、データベースサーバへ

トランザクションリクエストを送信する。TPC-Cのデータサ

イズの尺度である warehouse数は 100(データサイズはおよそ

10GB) とした。また TPC-C のターミナル数は warehouse 数

と同数の 100 とし、各 warehouse に一つずつターミナルを割

り当てた。TPC-Cのその他のパラメータは version 5.11に準

拠するよう設定を行った。

5. プロセッサの動作周波数とTPC-C性能・消
費電力の関係

DVFS によりプロセッサの動作周波数を変えた場合に、そ

れが TPC-Cの性能、またシステム全体の消費電力に与える影

響を調べるために実験を行った。データベースサーバにおける

プロセッサの動作周波数は、2.66GHz(最大)、1.60GHz(最小)、

2.13GHz(最大と最小の中間値) の 3 段階を用いて、それぞれ

の動作周波数において TPC-C の目標トランザクション到着

率（注1）を 8000、12000、16000、20000、24000 tpmC と変化さ

せてスループット、応答時間、消費電力を測定した。それぞれ

の測定においては TPC-Cを 120分間実行し、実行開始 30分

後から 110分後までの間の平均値を測定値とした。

実験結果を図 3、4、5に示した。図 3は目標トランザクショ

ン到着率とスループットの関係を表したグラフである。デー

（注1）：実験におけるトランザクション到着率は TPC-C の keying time およ

び think time の値により調整を行った。このときの制御目標値をここで目標ト

ランザクション到着率と呼ぶ。
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図 5 スループットと消費電力の関係

タベースサーバの処理性能が十分な場合には、スループット

は目標トランザクション到着率とほぼ同じ値になるはずであ

る。この図では、いずれの動作周波数においても目標到着率

16000tpmCまではほぼ同じスループットを達成できているが、

目標到着率 20000tpmC以降では到着率の増加に対してスルー

プットの伸びは頭打ちとなった。このグラフにおけるスルー

プットの最大値 16500tpmCが当該システムの最大スループッ

ト性能である。動作周波数の違いによる性能差に注目すると、

目標到着率 16000、20000tpmC 以外では動作周波数にかかわ

らずほぼ同じスループットであった。また、目標到着率 16000、

20000tpmCの場合においても動作周波数が最大の場合と最小

の場合の性能差は 3%程度であった。

図 4は目標到着率と応答時間の関係を示したグラフである。

このグラフより、いずれの動作周波数においても目標到着率が

大きくなるほど応答時間は長くなることが確認された。目標

到着率が 24000tpmCの場合を除き、動作周波数が低くなるほ

ど応答時間が長くなることもわかった。動作周波数を最大か

ら最小へと下げることによる応答時間の増加量は目標到着率

20000tpmCのときに最も大きく 9.0msecであった。

図 5はスループットと動作周波数の関係を表したグラフであ

り、点線で結ばれた点は同じ目標トランザクション到着率のも

とで測定されたデータ点であることを表している。このグラフ

より、いずれの目標到着率においても動作周波数が低いほど消

費電力が少ないことがわかる。また、目標到着率が大きいほど

動作周波数を下げることによる消費電力の削減量も大きくなっ

た。動作周波数を最大から最小へ下げることによる消費電力削

減量は、目標到着率 8000、12000、16000、20000、24000tpmC

について、それぞれ 6.9、10.3、10.8、18.0、18.6Wであった。

以上の結果より、当該システムにおいては動作周波数を下げ

ることにより消費電力を削減できることが確認された。その削

減量は目標到着率が高いほど大きく、また動作周波数を最大か

ら最小へと下げることによる性能への影響は、スループットが

最大 3%の低下、応答時間が最大 9.0msecの増加であった。

6. 関 連 研 究

アーキテクチャレベルでの DVFS による省電力技術は、

様々な制約条件、目的の下で提案が行われてきた。特にこ

こ数年はマルチコアにおける DVFS の研究が主流である。

Herbert らは [7] において動作周波数・電圧の制御単位である

VFI(voltage/frequency island) の粒度選択のトレードオフに

ついて検証した。また Herbertは [8]において、製造プロセス

のばらつきを考慮にいれてDVFSの制御を行うことで電力効率

を大幅に改善できることを示した。またDVFS 関連の研究では

SPEC2000などのベンチマークが用いられることがほとんどで

あったが、[7], [8]では Apacheや TPC-C、TPC-Hなどを評価

に用いて実際のサーバのワークロードでの効果を測定した。

データベースシステムの省電力化技術に関する研究では、

データベース分野研究の方針を決める上で重要な役割を果たし

ている The Claremont Report on Database Researchの 2005

年版 [9]にて、データベースエンジンの見直すべき項目として

省電力化技術が指摘された。その他にもデータベースシステム

の省電力化技術を指摘する文献は多い。Graefeは、データベー

スシステムのクエリ最適化の新たな指標としてエネルギー効率

を導入するべきであると指摘した [10]。また同著においては、

クエリオプティマイザやスケジューラなどの各モジュールが解

決するべき課題が提示されている。Harizopoulos らはデータ

ベースシステムの消費電力削減はハードウェアの省電力化技術

だけでは不十分であり、データベースエンジンの改良が不可欠

であることを指摘した [11]。しかし具体的な省電力化手法の提

案は少ない。

データベースシステムの中でも、オンライン分析処理 (OLAP)

に関しては省電力化技術への取り組みが比較的多く見られる。

Henkel らは OLAP に適したシステム構成のシステムにおい

て、各コンポーネントの詳細な消費電力の測定を行い、最適な

ハードウェア構成を調べた [12]。Poessらは業界標準ベンチマー

ク TPC-Hのトップシステムの消費電力を見積り、電力効率の

時系列変化を分析した [13]。また彼らは様々なハードウェア構

成における DBMS の消費電力と性能の関係を分析した [14]。

Dmitrisらはハッシュ結合、ソートマージ結合などのデータベー

ス処理の消費電力の分析を基に、エネルギー効率を最も高める

ようなシステム設計の指針を提案した [15]。Lang らはクエリ

スケジューラを改善することでプロセッサの省電力モードを活

用し、消費電力を削減する手法を提案した [16]。Xu らは消費

電力を電力モデル化することによってクエリオプティマイザを

構築し、データベースシステムの消費電力を削減する手法を提

案した [17]。

オンライントランザクション処理に関する省電力化の取り組

みとして、Poessらは TPC-Cの歴代トップシステムの消費電

力を見積り、消費電力あたりの性能の増加率が十分ではなく、

現在の性能向上率が維持すると消費電力の絶対量は増え続ける

と予測した [18]。

7. お わ り に

本研究では、SSDを搭載した OLTPサーバにおける省電力

化を目的として、DVFSにより動作周波数を変化させた場合の

省電力効果および性能への影響を測定した。TPC-Cを用いた

実験の結果、当該システムにおいては動作周波数を下げること



により消費電力を削減できることが確認された。その削減量は

目標到着率が高いほど大きく最大で 18.6Wであった。また動作

周波数を最大から最小へと下げることによる性能への影響は、

スループットが最大 3%の低下、応答時間が最大 9.0msecの増

加であった。
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